
公共工事保証請負額は３カ月ぶりに前年を上回る

新設住宅着工戸数は２カ月連続で前年を下回る
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概      要

新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として
厳しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続いている
ものの、一部で弱さが増している

　　全国景気

　　長野県内景気

　　４月の生産動向

　　５月の個人消費

　　５月の公共投資

　　５月の住宅投資

　　５月の雇用情勢

最 近 の 長 野 県 経 済 の 動 向

（月 例 調 査）
2021年４、５月の経済データを基に、長野県内の景況を把握したものです。

有効求人倍率は９カ月連続で前月を上回る

　　今後は、新型コロナ変異株の広がりによる、経済への影響を注視する必要がある

厳しい状況が続いているが、持ち直しの動きがみら
れる

生産は増加している

乗用車新車販売は３カ月連続で前年を上回る
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①

景気動向指数

・４月のＮＣＩ（一致指数）は、95.5と前月と比較し＋3.6ポイントとなった。３カ月後方移動平均は同＋2.2ポイ

ントと７カ月連続で上昇し、７カ月後方移動平均は同＋2.1ポイントと５カ月連続で上昇した。NCI（一致指

数）は、改善を示している。 

・ＮＤＩ（一致指数）は、90.0％となり、景気判断の分かれ目となる50.0％を７カ月連続で上回った。 
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（資料）当研究所「長野県景気動向指数」 

 注１.NCIは長野県の景気変動の大きさやテンポ（量感）を示す 

 注２.シャドー部分は長野県の景気後退期を示す 
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（資料）当研究所「長野県景気動向指数」 

 注１.NDIは長野県の景気の方向、波及度合いを示す 

 注２.シャドー部分は長野県の景気後退期を示す 
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②

生産は増加している

生　産

・４月の鉱工業生産指数は、原指数が前年同月比＋11.5％、季節調整済指数が前月比＋5.6％となった。 

・原指数は３カ月連続で前年を上回ったほか、季節調整済指数も３カ月ぶりに前月を上回った。中国や米

国を中心とした外需の増加や内需の持ち直しにより、生産は増加している。 

・主要業種別にみると、電子部品等の「電子部品・デバイス」や、産業用ロボット等の「汎用・生産用・業務

用」など多くの業種で前年を上回った。 
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（資料）長野県企画振興部情報政策課「鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」 

（注）長野県の鉱工業指数は年間補正により、2020年１月以降の数値が改定された 

11.5 

15.8 

▲ 30 

▲ 25 

▲ 20 

▲ 15 

▲ 10 

▲ 5 

0

5

10

15

20

20/4 5 6 7 8 9 10 11 12 21/1 2 3 4

（％） 

（年/月） 

鉱工業生産指数の業種別寄与度 

（原指数、前年同月比） 

汎用・生産用・業務用機械 電子部品･デバイス 
電気機械 情報通信機械 
輸送機械 食料品 
その他 長野県伸び率 
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（長野県） 

（全国） 

（資料）長野県企画振興部情報政策課「鉱工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」 

（注）長野県の鉱工業指数は年間補正により、2020年１月以降の数値が改定された 



③

個人消費

乗用車新車販売は３カ月連続で前年を上回る
・５月の大型小売店売上高は、前年同月比＋2.5％（売場面積調整前）となり、４カ月ぶりに前年を上回った。

食料品は、新型コロナ感染防止のための内食需要が続いているほか、総菜などの売り上げも増加し、同

＋1.5％となった。衣料品は、緊急事態宣言による休店があった前年の反動で、同＋32.6％となった。雑

貨・その他は、日用雑貨の売り上げが伸び悩み同△0.4％だった。 

・５月の乗用車新車販売は、新型コロナの影響で落ち込んだ前年の反動で、前年同月比＋43.0％と３カ月

連続で前年を上回った。軽自動車は、室内空間が広い車種が好調で同＋99.1％と３カ月連続で、普通車

は同＋44.4％と８カ月連続で前年を上回った。一方、小型車は同△11.8％と２カ月ぶりに前年を下回った。 
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（年/月） （資料）当研究所「長野県内大型小売店売上高の動向」、経済産業省「商業動態統計」 
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（注）全国伸び率：21年５月分は速報値 
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（資料） 北陸信越運輸局長野運輸支局｢長野県における新車新規登録台数：乗用車｣、 

     一般社団法人日本自動車販売協会連合会「車種別販売台数」、 

     一般社団法人全国軽自動車協会連合会「軽四輪車新車販売台数速報」 

（注）普通車：３ナンバー車、小型車・軽自動車：５ナンバー車 
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④

公共工事保証請負額は３カ月ぶりに前年を上回る

建設投資

・５月の公共工事保証請負額は、前年同月比＋41.8％の378億9,800万円となり、３カ月ぶりに前年を上

回った。発注者別にみると、県が同△4.3％と減少したものの、国が同＋4.4％、市町村が同＋43.8％、独

立行政法人等が同＋175.8％、その他が同＋176.0％と増加した。 

・５月の新設住宅着工戸数は、前年同月比△7.2％の887戸と２カ月連続で前年を下回った。利用関係別に

みると、持家が同＋12.1％、分譲が同＋13.6％と増加したものの、貸家が同△50.8％と減少した。 
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（資料）東日本建設業保証株式会社長野支店「保証取扱高」、東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」 
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新設住宅着工戸数の利用関係別寄与度（前年同月比） 
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（資料）長野県建設部建築住宅課「新設住宅着工統計」、国土交通省「建築着工統計調査」 

（注）給与：社宅、公務員住宅など 



⑤

雇　用

有効求人倍率は９カ月連続で前月を上回る
・５月の有効求人倍率は前月比＋0.02ポイントの1.32倍と、９カ月連続で前月を上回った。 

・新規求人数（全数）は前年同月比＋25.5％となり、３カ月連続で前年を上回った。このうち常用は同＋

25.2％、パートは同＋17.5％となった。主要産業別では、宿泊業・飲食サービス業が同＋120.2％、製造

業が同＋53.0％、建設業が同＋40.5％などと大きく前年を上回ったが、医療・福祉は同△9.2％と前年を

下回った。 

・新規求職者数（全数）は、前年同月比△0.6％と３カ月ぶりに前年を下回った。 

・４月の名目賃金は前年同月比△0.3％と２カ月ぶりに前年を下回った。所定外労働時間は同△2.2％と13

カ月連続で前年を下回ったものの、減少幅は縮小傾向にある。 
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  （資料）長野県企画振興部情報政策課 「毎月勤労統計調査」 

 （注）１．いずれも従業員規模５人以上の共通事業所のみを集計 

    ２．名目賃金の前年同月比は、きまって支給する給与の実額比較による 
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（資料)長野労働局職業安定部「最近の雇用情勢」 

  

   



⑥

有効求人倍率は８カ月連続で全国を上回る

県内地域別・近隣都県別有効求人倍率
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（資料）厚生労働省「職業安定業務統計（都道府県別有効求人倍率の推移）」 

（注）１．新規学卒を除きパートタイムを含む 

   ２．長野県の近隣都県及び、経済規模、産業構造が類似している県 

・５月の地域別有効求人倍率（全数）は、北信が前年同月比＋0.04ポイントの1.17倍、東信が同＋0.24ポイ

ントの1.34倍、中信が同＋0.14ポイントの1.11倍、南信が同＋0.26ポイントの1.19倍となった。２年９カ月ぶ

りに全ての地域で前年を上回った。 

・職業安定所別有効求人倍率（全数）は、飯山と大町が１倍を下回った。長野以外の職業安定所は前年同

月を上回った。 

・長野県の有効求人倍率は８カ月連続で全国を上回ったものの、順位は前月から３つ下げ15位となった。 

長野県職業安定所別有効求人倍率（実数値）（21年5月)

職業安定所 長野 篠ノ井 飯山 須坂 上田 佐久 松本 木曽福島 大町 飯田 伊那 諏訪

全　数 1.23 1.17 0.98 1.16 1.29 1.39 1.12 1.49 0.84 1.18 1.19 1.21

前年同月比
（ポイント）

▲ 0.08 0.11 0.10 0.29 0.35 0.13 0.12 0.12 0.20 0.33 0.36 0.11

うち常用 1.13 1.14 0.94 1.05 1.06 1.30 0.96 1.40 0.83 1.11 1.05 1.14

前年同月比
（ポイント）

▲ 0.09 0.10 0.08 0.25 0.20 0.11 0.06 0.15 0.19 0.31 0.26 0.08

（資料）長野労働局職業安定部「最近の雇用情勢」

（注）実数値とは、新規学卒を除きパートタイムを含む季節調整前の原数値

地　域
北　　　信(1.17) 東　信(1.34) 中　　　信(1.11) 南　　　信(1.19)
(前年同月比0.04) (前年同月比0.24) (前年同月比0.14) (前年同月比0.26)



2021 年 7 月 21 日 

 

 

 

 

 

 

 

「2021 年 4～6月期業況アンケート調査」結果 

(2021 年 7 月調査) 

 
 
 
     
 

製造業の景況感大幅改善、見通しは非製造業との格差さらに広がる 
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一般財団法人長野経済研究所 

 

 

〇 製造業、非製造業ともに景況感は改善 

・ 2021 年 4～6 月期の県内企業の業況判断 DI（業況が「良い」と答えた企業割合－「悪い」と答え

た企業割合、％ﾎﾟｲﾝﾄ）は、全産業が△7.4 と前期の△20.6 から 13.2 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、４期連続で

改善した（図表１）。 

・ 業種別では、製造業が＋15.1 と前期に比べ 22.8 ﾎﾟｲﾝﾄの大幅な上昇となり、４期連続で改善した。

非製造業は、△26.4 と同 5.3 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、水面下ながら２期ぶりに改善した。製造業、非製造

業ともに、前回調査の見通しを上回った。 

・ 21 年 7～9 月期は、全産業が△9.2 と今期に比べ 1.8 ポイント低下する見通し。製造業は＋20.1

と同 5.0 ポイント上昇する一方、非製造業は△34.0 と同 7.6 ﾎﾟｲﾝﾄ低下する見通し。 

・ 21 年 4～6月期の売上高、経常利益は、製造業、非製造業ともに前年水準を上回った。見通しは、

製造業で売上高、経常利益ともに前年を上回る見込み（図表２、３）。 

・ 雇用の過不足状況を示す雇用水準 DI（「過剰」割合－「不足」割合）は、製造業が不足感を強め、

設備水準 DI も製造業が不足超に転じた（図表４、５）。 

〇 今回調査のポイント 

 21 年 4～6 月期の製造業は、５G やデータセンターなど海外向けを中心とした IT 関連投資や自動

車関連の需要が拡大し、電子部品を中心に景況感が大幅に改善した。一方、非製造業は災害復旧

工事や三遠南信、リニア関連工事が増加した建設業の景況感が底堅く推移したものの、首都圏な

どでの３度目の緊急事態宣言により観光関連の低迷が続いたため、景況感の改善はわずかなもの

となった。 

 21 年 7～9月期の製造業は、中国向けを中心に IT 関連投資などの需要が底堅く推移する見通し。

自動車関連は、半導体不足の影響から供給制約に対する不透明感は残るが、需要は底堅い見込み。

一方非製造業は、観光関連で夏季需要が期待されるが、東京都での４度目の緊急事態宣言発令に

より景況感は再び悪化する見込み。このため、製造業と非製造業の景況感の格差はさらに広がる

見通し。 

 今後は、新型コロナの感染拡大の行方に加え、ワクチン接種の進展が個人消費の回復につながる

かどうか注視していく必要があろう。 
 

図表 1 県内企業の業況判断 DI の推移 
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（期/暦年）(資料)長野経済研究所「四半期別業況アンケート調査」(注)シャドー部分は長野県の景気後退期

（％ポイント）
製造業全産業

非製造業

21年Ⅱ期 21年Ⅲ期

実績（前期比） 見通し（前期比）

全 産 業 ▲ 7.4（＋13.2） ▲ 9.2（▲ 1.8）

製 造 業 ＋15.1（＋22.8） ＋20.1（＋ 5.0）

非製造業 ▲26.4（＋ 5.3) ▲34.0（▲ 7.6）

 

1.全産業 

製造業の景況感大幅改善、見通しは非製造業との格差さらに広がる 

業況アンケート（2021 年 4～6 月期 自社業況判断）から 
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図表 2売上高の推移（前年同期比） 
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図表 4 雇用水準 DI の推移 
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図表 3経常利益の推移（前年同期比） 
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図表 5 設備水準 DI の推移 
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回答企業の業種別構成比（単位：％） 

製造業

45.8 

卸・小売業

21.5 

建設業

11.8 

サービス業

21.0 

※ 四捨五入により構成比の合計は100%とならない  

■調査概要  

企業経営者を対象にした調査で、業況、売上高、経常利益、受注、

生産、価格など、企業活動に関する現状と見通しを数字で表した

ものである。具体的には、個々の項目毎に、良い、好転（増加等）

と回答した企業から、悪い、悪化（減少等）と回答した企業割合

の差を算出するほか、当期の水準を前年同期比により比較、検討

し、その動きから景気全体の趨勢を判断する。 

 

調査対象期・実施時期・為替ﾚｰﾄ 

対 象 期 2021 年 4～6月期、見通し 21 年 7～9月期 

実施時期 21 年 6月中旬～21 年 7月上旬 

平均為替ﾚｰﾄ 21 年 4～6月：109.46 円/$（1～3 月：106.05 円/$） 

■対  象  県内企業・事業所 649 社、右表参照 

業種別対象先数及び回答先数 

製造 卸・ 建設 サー 合計

小売 ビス

合計 対象先数 277 149 78 145 649

回答先数 179 84 46 82 391

　回答率（％） 64.6 56.4 59.0 56.6 60.2
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トピックス 低迷する観光関連業の景況感 

 

・ 県内企業の 21年 4～6 月期の景況感は、図表１の通り、製造業が 18年 10～12 月期以来のプラスに転

じた一方、非製造業は水面下での僅かな改善にとどまり、今後も格差は広がる見通しである。 

・ 非製造業の景況感を業種別にみると、図表６とおり、21年 4～6月期は建設業が＋2.2、卸小売業が△

17.9、サービス業が△51.2 となっており、サービス業の景況感が非製造業全体（△26.4）を押し下げ

ている。 

・ 背景には、新型コロナの感染拡大の影響を受けている観光関連産業の低迷がある。観光関連業（飲食・

旅客・宿泊）の景況感をみると、全国で緊急事態宣言が発せられた20年 4～6月期とその翌期は△100.0

と記録的な悪化を示した。緊急事態宣言が解除された 20 年 10～12 月期にはマイナス幅を縮めたもの

の、21 年 1～3月期は再発令により再び悪化し、今期は△82.4 となっている。相次ぐ緊急事態宣言、

移動の制限や自粛により、主要マーケットである首都圏などからの観光客の落ち込みが、景況感の低

迷につながっている。 

・ 今後、ワクチン接種が進む中、人の移動がコロナ前の状況にどの程度戻れるのか、製造業と非製造業

の格差解消には観光関連の景況感の改善が重要なポイントになろう。 

 

 

図表 6 非製造業の業種別業況判断 DIの推移 
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＜各 DI の推移＞ 

□ 業況判断 DI                  (回答社数構成比｢良い｣-｢悪い｣･％ﾎﾟｲﾝﾄ) 

業種 
2020 年 

4～6 月 
7～9月 10～12 月 

2021 年 

1～3 月 
4～6月 7～9月 

全産業 ▲60.5 ▲54.8 ▲26.5 ▲20.6 
▲7.4 

（▲21.2） 
▲9.2 

 製造業 ▲67.4 ▲63.3 ▲25.6 ▲7.7 
15.1 

（▲7.7） 
20.1 

 非製造業 ▲54.6 ▲47.2 ▲27.1 ▲31.7 
▲26.4 

（▲32.8） 
▲34.0 

※括弧内は前回見通し 

 

□ 雇用水準判断 DI          (回答社数構成比｢過剰｣-｢不足｣･％ﾎﾟｲﾝﾄ) 

業種 
2020 年 

4～6 月 
7～9月 10～12 月 

2021 年 

1～3 月 
4～6月 

全産業 7.5 5.4 ▲9.1 ▲17.1 ▲23.0 

 製造業 31.5 30.0 7.0 ▲5.7 ▲19.0 

 非製造業 ▲12.5 ▲17.2 ▲22.1 ▲26.7 ▲26.4 

 

□ 設備水準判断 DI         (回答社数構成比｢過剰｣-｢不足｣･％ﾎﾟｲﾝﾄ) 

業種 
2020 年 

4～6 月 
7～9月 10～12 月 

2021 年 

1～3 月 
4～6月 

全産業 11.1 11.1 4.6 ▲1.5 ▲4.8 

 製造業 23.7 23.8 12.7 3.2 ▲8.4 

 非製造業 0.5 ▲0.5 ▲2.1 ▲5.4 ▲1.9 

 

□ 製造業の想定為替レート（平均） 

 2020 年度 2021 年度 

ドル円 
106.98 円 

（106.00 円） 

108.39 円 

（109.00 円） 

ユーロ円 
123.63 円 

（125.00 円） 

126.27 円 

（129.50 円） 

※下段の括弧内は中央値 

 

 以上 


